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昨
年
末
に
与
党
自
由
民
主

党
、
公
明
党
に
よ
り
決
定
さ

れ
た
２
０
１
４
（
平
成
26
）

年
度
税
制
改
正
大
綱
は
、
４

月
以
降
の
消
費
税
増
税
の
影

響
を
緩
和
す
る
負
担
減
と
、

そ
の
財
源
調
達
の
た
め
の
負

担
増
が
混
在
す
る
辻
褄
合
わ

せ
で
、
大
企
業
優
遇
と
い
う

印
象
が
拭
い
去
れ
ま
せ
ん
。

　

大
綱
の
基
本
的
考
え
方
で

は
、「
日
本
経
済
は
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
の
効
果
で
着
実
に
上

向
い
て
い
る
一
方
、
景
気
回

復
の
実
感
は
中
小
企
業
や
地

域
経
済
に
は
未
だ
十
分
浸
透

し
て
い
な
い
。
税
制
改
正
に

当
た
っ
て
は
、
こ
う
し
た
経

済
情
勢
へ
の
適
切
な
対
応
が

重
要
で
あ
る
一
方
、
急
速
な

少
子
高
齢
化
へ
の
社
会
保
障

等
へ
の
財
源
確
保
、
格
差
是

正
、
地
方
の
活
性
化
等
の
中

長
期
的
な
課
題
に
も
取
り
込

む
。
東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
興
に
つ
い
て
税
制
面
か
ら

強
力
に
支
援
す
る
。」
と
正

論
を
謳
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
先
月
の
ダ
ボ
ス

会
議
で
、
安
倍
首
相
が
法
人

税
体
系
を
国
際
的
に
競
争
で

き
る
も
の
に
す
る
、
脱
デ
フ

レ
に
向
け
企
業
減
税
が
賃
上

げ
や
設
備
投
資
に
波
及
す
る

よ
う
「
異
次
元
の
税
制
措
置

を
断
行
す
る
」
と
訴
え
た
よ

う
に
、
大
綱
の
幹
は
内
部
留

保
が
充
分
に
あ
る
大
企
業
優

遇
の
内
容
に
留
ま
っ
て
い
ま

す
。

　

具
体
的
に
は
、
安
倍
政
権

が
最
重
要
視
す
る
デ
フ
レ
脱

却
・
日
本
経
済
再
生
に
向
け

た
税
制
措
置
と
し
て
、
①
復

興
特
別
法
人
税
の
１
年
前
倒

し
廃
止
に
よ
る
賃
金
上
昇
、

②
生
産
性
向
上
に
つ
な
が
る

設
備
等
投
資
促
進
税
制
、
企

業
の
賃
上
げ
支
援
の
た
め
の

所
得
拡
大
促
進
税
制
の
拡
充

に
加
え
、
大
企
業
に
も
飲
食

支
出
の
50
％
の
損
金
算
入
を

認
め
る
交
際
費
非
課
税
の
緩

和
等
を
大
綱
は
掲
げ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
収
益
基
盤
が

弱
く
内
部
留
保
も
少
な
い
中

小
企
業
へ
の
好
影
響
は
限
定

さ
れ
た
も
の
に
な
る
と
考
え

ま
す
。

　

ま
た
、
消
費
税
増
税
の
負

担
が
相
対
的
に
重
い
所
得
者

層
へ
の
配
慮
と
格
差
の
是
正

を
目
的
に
、
高
所
得
者
の
給

与
所
得
控
除
の
圧
縮
措
置
も

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
が
、
社

会
保
障
改
革
と
税
の
一
体
改

革
の
展
望
を
示
さ
ず
に
、
高

所
得
者
だ
け
に
負
担
増
を
求

め
る
の
は
場
当
た
り
的
で
、

勤
労
意
欲
へ
の
影
響
が
懸
念

さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
生
活
必
需
品
等
の

消
費
税
率
を
抑
え
る
軽
減
税

　

医
院
経
営
に
関
連
す
る
項

目
で
重
要
な
も
の
は
以
下
の

通
り
で
す
。
詳
細
が
定
ま
っ

て
い
な
い
項
目
も
あ
り
ま
す

の
で
、
今
後
の
動
向
に
は
ご

留
意
下
さ
い
。

１ 

．
医
業
継
続
に
係

る
相
続
税
・
贈
与

税
の
納
税
猶
予
等

の
特
例
措
置
の
創

設
（
図
１
）

　

持
分
の
定
め
の
あ
る
医
療

法
人
の
出
資
者
は
、
退
社
時

に
出
資
持
分
に
応
じ
た
払
戻

請
求
権
を
行
使
で
き
ま
す

が
、
出
資
持
分
の
評
価
は
取

引
相
場
の
な
い
株
式
に
お
け

る
原
則
的
評
価
に
準
じ
て
計

算
さ
れ
る
た
め
、
多
額
の
相

続
税
や
贈
与
税
が
生
じ
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
持
分
の
定

め
の
な
い
医
療
法
人
へ
移
行

準
備
中
に
出
資
者
が
亡
く
な

れ
ば
、
出
資
持
分
に
対
す
る

相
続
税
の
納
税
資
金
年
捻
出

の
た
め
、
医
療
法
人
が
相
続

人
か
ら
出
資
の
払
戻
し
を
請

求
さ
れ
、
そ
の
経
営
継
続
が

困
難
に
な
っ
て
し
ま
い
ま

す
。
そ
こ
で
、
大
綱
で
は
特

例
措
置
の
創
設
が
盛
り
込
ま

れ
、
相
続
人
が
持
分
の
定
め

の
あ
る
医
療
法
人
の
持
分
を

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得

し
た
場
合
、
そ
の
法
人
が
認

定
医
療
法
人
（
仮
称　

厚
生

労
働
大
臣
の
認
定
必
要
）
で

あ
る
と
き
は
、
担
保
の
提
供

を
条
件
に
、
移
行
計
画
の
期

間
満
了
ま
で
相
続
税
の
納
税

を
猶
予
し
、
持
分
の
全
て
を

放
棄
し
た
場
合
に
は
、
猶
予

税
額
が
免
除
さ
れ
ま
す
。
ま

た
、
出
資
者
が
持
分
を
放
棄

し
た
こ
と
に
よ
り
他
の
出
資

者
の
持
分
が
増
加
す
る
こ
と

で
、
当
該
他
の
出
資
者
に
み

な
し
贈
与
税
が
課
さ
れ
る
場

合
に
つ
い
て
も
同
様
の
取
り

扱
い
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

た
だ
し
、
あ
く
ま
で
納
税

の
猶
予
で
す
の
で
、
認
定
の

取
り
消
し
が
あ
っ
た
場
合
等

に
は
猶
予
税
額
と
利
子
税
を

併
せ
て
納
付
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
の
で
、
特
例
措
置
の

選
択
に
あ
た
っ
て
は
慎
重
に

検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。２ 

．
所
得
拡
大
促
進

税
制
の
見
直
し
・

拡
充
（
図
２
）

　

給
与
等
の
支
給
額
を
増
加

さ
せ
た
場
合
、
増
加
額
の
10

％
を
税
額
控
除
す
る
制
度

を
、
雇
用
者
に
と
っ
て
使
い

や
す
い
も
の
と
し
、
計
画
的

・
段
階
的
な
賃
上
げ
を
支
援

し
た
い
と
い
う
観
点
か
ら
、

そ
の
要
件
を
緩
和
す
る
と
と

も
に
、
適
用
期
限
を
２
０
１

７
（
平
成
29
）
年
度
末
ま
で

２
年
間
延
長
し
ま
す
。

３
．
国
家
戦
略
特
区

　

地
域
限
定
で
規
制
緩
和
す

る
国
家
戦
略
特
区
事
業
に
対

し
て
は
、
設
備
投
資
や
研
究

開
発
を
推
進
す
る
税
制
優
遇

措
置
を
設
け
ま
す
が
、
単
な

る
地
域
支
援
で
は
な
く
、
国

際
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
拠
点

で
、
我
が
国
の
経
済
再
生
に

寄
与
す
る
イ
ン
パ
ク
ト
あ
る

事
業
を
定
め
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。
特
に
優
遇
さ
れ
る
中

核
事
業
と
し
て
、
先
端
技
術

を
活
用
し
た
医
療
等
が
最
初

に
対
象
と
さ
れ
ま
し
た
。
現

在
医
療
分
野
で
は
、
病
院
や

介
護
施
設
を
一
体
運
営
し
経

営
の
効
率
化
を
図
る
目
的

で
、
複
数
の
医
療
法
人
や
社

会
福
祉
法
人
を
ま
と
め
て
運

営
で
き
る
制
度
の
創
設
な
ど

が
政
府
内
で
議
論
さ
れ
て
い

ま
す
。

４ 

．
ゴ
ル
フ
会
員
権

売
却
損
（
個
人
所

得
税
）

　

医
業
経
営
と
は
直
接
関
連

あ
り
ま
せ
ん
が
、
譲
渡
損
失

に
つ
き
、
医
院
等
の
事
業
所

得
と
の
損
益
通
算
及
び
雑
損

控
除
を
適
用
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
「
生
活
に
通
常
必
要

で
な
い
資
産
」
の
範
囲
に
、

ゴ
ル
フ
会
員
権
が
加
え
ら

れ
、
今
年
の
４
月
１
日
以
後

に
行
う
資
産
の
譲
渡
等
に
つ

い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。
ゴ
ル

フ
会
員
権
の
売
却
損
と
事
業

所
得
と
の
損
益
通
算
が
で
き

な
く
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

率
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率

10
％
時
に
導
入
し
、
与
党
税

制
協
議
会
に
お
い
て
、
社
会

保
障
を
含
む
財
政
上
の
課
題

と
併
せ
、
対
象
品
目
や
申
告

実
務
を
含
め
た
制
度
の
詳
細

を
平
成
26
年
12
月
ま
で
に
決

め
る
方
針
も
示
し
ま
し
た
。

確
か
に
、
消
費
税
率
を
引
き

上
げ
る
際
の
負
担
緩
和
策
と

し
て
、
軽
減
税
率
を
導
入
す

る
の
が
現
実
的
で
は
あ
り
ま

す
が
、
導
入
に
と
も
な
う
税

収
減
の
し
わ
寄
せ
を
ど
う
す

る
か
、
対
象
品
目
の
選
定

や
、
申
告
実
務
の
制
度
整
備

等
の
検
討
課
題
が
山
積
し
て

い
ま
す
。

特
集 確定申告の手引き確定申告の手引き2013年分所得税2013年分所得税

確定申告　個別相談会のご案内
期　間　２月26日（水）～３月12日（水）
時間帯　相談者ごとに２時間　事前予約制です
　　　　①10時～ ②13時～ ③15時～

※ 医業以外の所得（不動産、譲渡等）がある
場合は、必ずお申し出ください。

会　場　保険医会館３階会議室　
担　当　協会医業税理士団
会　費　基本２万円

ご予約はお電話で協会（06‒6568‒7731）まで

※ 医業以外の所得や複数人数分のご相談には
別途費用が生じます。

※ 持参していただく資料については電話予約
時にお伝えします。

２
０
１
４
年
度
税
制「
改
革
」―
柱
は
大
企
業
優
遇

増
税
影
響
の
緩
和
と
財
源
確
保
の
国
民
負
担
増
が
混
在

み
の
り
税
理
士
法
人　

公
認
会
計
士
・
税
理
士

上
野　

精
一

図１　医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設（相続税・贈与税）

出典）厚生労働省ホームページ「平成26年度税制改正の概要」より

出典）経済産業省ホームページ「平成26年度税制改正の概要」より

図２　所得拡大促進税制の見直し・拡充 （法人税・所得税・法人住民税）

　相続人が持分の定めのある医療法人の持分を相続又は遺贈により取得した場合、その法人が新たに法定される
移行計画の認定を受けた医療法人であるときは、移行計画の期間満了まで相続税の納税を猶予し、持分を放棄し
た場合には、猶予税額を免除する。また、出資者が持分を放棄したことにより他の出資者の持分が増加すること
で、贈与を受けたものとみなして当該他の出資者に贈与税が課される場合についても同様とする。

出資者は退社時に出資
持分の払戻請求が可能

①出資者
死亡

②出資持分に係る
　相続税負担が発生

持分なし医療法人への移行準備中
などに出資持分に係る相続が発生
すると、医業の継続が困難になる
おそれがある。

④
出
資
持
分

　
の
払
戻
し

③
出
資
持
分

の
払
戻
請
求

出
資
者

相
続
人

大綱の概要

医業の継続に支障をきたすことなく
持分なし医療法人へ円滑に移行

地域医療の担い手として、住民に医療を安定的に提供できる

［現状］
持分あり医療法人持分あり医療法人

［要望実現後］

①持分なし医療法人
　への移行計画（３年
　以内）の策定
②持分なし医療法人
　への移行検討に関
　する定款変更

持分あり医療法人持分あり医療法人

・出資持分の払戻請求
　不可
・解散時の残余財産の
　帰属は国等に限定

持分なし医療法人持分なし医療法人
移行期間　３年以内移行期間　３年以内

猶予税額を免除猶予税額を免除
今回の措置①今回の措置① 今回の措置②今回の措置②

①相続人に発生する出資持分に係る相続税の納税を猶予①相続人に発生する出資持分に係る相続税の納税を猶予

②出資者が出資持分の放棄や一部の払戻しを受けた場合等に
　残存出資者に発生するみなし贈与の課税の納税を猶予
②出資者が出資持分の放棄や一部の払戻しを受けた場合等に
　残存出資者に発生するみなし贈与の課税の納税を猶予
③経営安定化のための融資、コンサルタントによる助言等と
　あわせて総合的に支援していく
③経営安定化のための融資、コンサルタントによる助言等と
　あわせて総合的に支援していく

すべての出資者との出資持
分の放棄の調整等

移行計画の認定は、制度
の施行の日から３年以内

税
制
大
綱
の
考
え
方
と
問
題
点

税
制
大
綱
の
考
え
方
と
問
題
点

医
業
関
連
の
税
制
改
正
項
目

医
業
関
連
の
税
制
改
正
項
目

現行制度 具体的な見直し内容

10％の税額控除
（法人税額の10％

（中小企業等は20％）を限度）

【創設年度：平成25年度】

○給与等の支給額を増加させた場合、増加額の10％を税額控除する制度。（法人税額10％（中小企業等は20％）を限度）
○ 本税制を、企業にとってより使いやすいものとし、計画的・段階的な賃上げを支援する観点から、その要件を緩和す
るとともに、適用期限を２年間延長する（平成29年度末まで）。

〈給与等支給額〉
▷ 算定の基準となるのは、国内の雇用者への支払給与。役
員給与は含まず、パート・アルバイトへの給与を含む。
▷ 通常の賃金のほか、残業手当・賞与を含む。退職手当は
含まない。

【要件①】給与等支給額の総額：24年度から５％以上増加

【要件②】給与等支給額の総額：前の事業年度以上

【要件③】給与等支給額の平均：前の事業年度以上

【見直し内容】
総額「５％」増加要件を、以下のとおり改めるととも
に、適用期限を２年間延長する（平成29年度末まで）

【見直し内容】
○ 高齢者の退職と若年者の採用による平均給与減少といった
事情を考慮するため、給与等支給額「平均」の比較対象
を、「継続雇用者に対する給与等」に見直す。（＝退職者・
再雇用者・新卒採用者を除いて比較する）

※また、「前の事業年度以上」を「前の事業年度を上回る」に変更。

（注）平成25年度当初にさかのぼって適用。
　　 （既に決算を終えている企業については、平成26

年度に税額控除額を上乗せ。）

２年間延長

（年度）
H25（注） H26 H27 H28 H29

現行 ５％ ５％ ５％ － －

改正案 ２％ ２％ ３％ ５％ ５％

24年度からの
増加額給与等支給額 24年度からの

増加額

平均給与等支給額 平均給与等支給額 平均給与等支給額

平成24年度 平成25年度 平成26年度


